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０ ．問 題 意 識
　今井 [2000b] は，「会計の対象」を“貨幣”と考える。
　これに対して冨塚 [2000] は，「今井氏は，会計の対象を貨幣とする。たしかに経
済システムにおける貨幣の役割は重要なものであるが，そのことから直ちに会計の
対象は貨幣であると結論づけてよいであろうか。会計システムにおいては経済実態
と貨幣的表現との関係もまた重要ではないかと思えるからである」（ p. 228 ），とコ
メントを寄せている。
　冨塚 [2000] によるコメントも尤もなことのように思われるが，今井 [2000b] は「経
済システムにおける貨幣の役割が重要である」と考えたから「会計の対象は貨幣で
あると結論づけた」わけではない。
　今井 [2000b] とほぼ同じ時期に執筆したと推察される前稿で，今井 [2000a] は，
　倉地幹三 [1995] による……「会計の『計算対象（＝測定・把握すべき本体）』
は企業の経済活動であり，貨幣は『測定手段（＝この本体を測定・把握するた
めの手段）』である，という考えを根本から吟味し，両者の関係を改めて見直
す必要がある，と考える」ということに触発されて，会計の対象とは何か，に
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ついての自己の立脚点を明確にしようとする（p. 41）。
　私にとっての関心は，個別資本の運動ということである。この個別資本の運
動の捉え方と会計の対象としての個別資本の運動との関係が倉地 [1995] の問題
意識と重なるのではないかと思われ，会計の対象に一考を加える次第である
（p. 43）
として，「会計の対象を個別資本の運動と考える」青柳 [1968b]  [1968a]  [1980] と馬
場 [1975] の所説を検討している。
　本稿では，まず今井 [2000a] の「会計の対象」観を考察し，次に今井 [2000a] に倣っ
て馬場 [1975] の説く「会計学説としての個別資本運動理論」について学ぶ。
　馬場著『会計理論の基本問題』（1975）は，「最近十数年の間に書いた簿記・会計
の理論に関する論文のうち18編を選び，これを改めて10章にまとめた」論文集で（「小
序」p. 1），「個別資本運動理論の会計理論領域への展開のひとつの試み」である。
この構想の基礎に「『数量計算から価値計算への展開』という論理」を据え，本書
を特色づけている（「小序」p. 2）。そこで，個別資本運動（循環）説が重要視する「対
象の論理」，馬場 [1975] を特色づける「『価値計算』の論理」，ならびにそれらに基
づく「会計公準」および「会計主体」の捉え方を確認したい。
　続いて，青柳 [1968b]  [1968a] と馬場 [1975] の所説を検討した後の今井 [2000a] に
よる“まとめ”および「結」での主張の意義を紹介する。
　最後に，今井 [2000a] および馬場 [1975] の所論に対する筆者のコメントを記して
結びに代えたい。
　本稿では，「会計学説としての個別資本循環説」に関する論述に紙幅の多くが割
かれているが，本稿執筆の問題意識は，今井 [2000a] の，“まとめ”である「主体 -
客体未分離」観がどのような発想に基づくのか，そして「会計の対象は主体が描き
出したもの」という「結」での主張がどのような意義をもつのか，を解明したいと
いうことにある。
　なお，論題が「会計の対象」および「会計学の対象」となっているが，後者に関
しては考察した論者が「会計の対象」との係わりで言及した範囲内で触れるに過ぎ
ないことをお断わりしておく。
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１ ．今井 [2000a] の「会計の対象」観を巡って
（ １ ）今井 [2000a] の「対象」観と倉地 [1995] の“戒め”
　今井 [2000b] は，「会計の対象」を“貨幣”と考える。
　今井 [2000a] は，「私にとっての関心は，個別資本の運動ということである」（p. 43）
として，「会計の対象は個別資本の運動であると考える」青柳 [1968b][1968a]  [1980]
と馬場 [1975] の所説を手がかりに「会計の対象」の問題を検討している。
　しかし，青柳，馬場の両者の所説の検討結果を論述する今井 [2000a] の ３ つの節
（pp. 43-56）では，「会計の対象を貨幣とする」という主張を見出せない。
　その「主張」に関する記述を探す前に，今井 [2000a] が「会計の対象に一考を加
える」ことを触発された，倉地 [1995] の問題意識をみてみよう。
　倉地 [1995] は，「会計学の文献を見ていると，その論述の中に，科学的説明・証
明という点でどうにも納得できないもの──不十分な点──が多々あるように思わ
れる」として，「貨幣評価の公準」，「経済活動観の妥当性」などを例として採り上げ，
それらに関する方法論上の問題点を究明し，「会計研究の在るべき方向を探ること
を課題とする」（p. 151）。
　貨幣公準論の根底に横たわる基本的観方とは，「会計の計算対象は企業の経
済活動である」または「企業の経済活動に用いられる財貨・用役である」とい
う「計算対象本質観」，すなわち「経済活動観」または「財貨・用役観」に他
ならない，と言うことができる（p. 154）。
　例えば，「有力大企業と業務提携契約を結び，両社の社長がしっかりと握手
した」という行為は，企業にとっての極めて重大な経済活動である。しかし，
これらの経済活動を簿記は記録しないのである（p. 155）。
　それらを記録しないという事実は，科学的探求の基本という点から見れば，
「会計の計算対象は経済活動である」という考え・命題の否定例に他ならない
筈である。したがって，筆者〔倉地〕1）は「計算対象本質観としての『経済活
 1）　引用文中の〔　〕は中瀬による挿入で，言説の明確化のための補足である。
本稿を通じて，以下同じ。
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動観』の妥当性に対して疑念を抱く」のである（p. 155）。
　また，「企業会計は，企業の経済活動つまり企業の資本運動を貨幣計数でもっ
て有機的・統一的に把握するための計算報告機構である。」（山桝 = 嶌村 [1992]
p. 3）という見解は，筆者の上記の疑問に答える重要な点・概念を含んでおり，
その点で評価さるべきである。しかし，「企業の経済活動」が取りも直さず「企
業の資本運動」であるとの断定に対しては，「企業の経済活動」であっても「企
業の資本運動」に直結しないものもある筈だから，疑問を抱かざるを得ない
（p. 156）。
　倉地 [1995] は，山桝 = 嶌村 [1992] の「会計の対象を『企業の資本運動』とする」
見解については，「筆者〔倉地〕の上記の疑問」〔「何故，貨幣額で測定しうるもの
のみを測定するのか」（p. 156）〕に答える点があるので評価される，と言う。「資本
運動（“貨幣の転化”過程）を貨幣計数で統一的に把握する」という論述（命題）
には“否定例”が直ちに浮かばないということであろうか。
　今井 [2000a] は倉地 [1995] の「計算対象本質観としての『経済活動観』批判」を
かなり気にかけている。
　青柳説による「個別資本の運動が会計の対象である」という所論は，たとえ
企業の経済活動が企業の資本運動と同一内容であったとしても，言語的アプ
ローチを媒介することによって，企業の資本運動それ自体が直接会計の対象に
なっていないから，企業の資本運動という言葉が会計の対象であるということ
から，〔倉地 [1995] によって〕否定されるものではない（今井 [2000a] p. 44）。
　〔馬場 [1975] は〕「会計は会計対象の直接的模写ではありえない，それは実践
目的に媒介された対象の論理の再編成である」（p. 7），と主張する（今井 [2000a]
p. 48）。
　両説の会計の対象は個別資本の運動〔であるが，しかし〕その模写ではない
ということで，仮に企業の経済活動が企業の資本運動であると断定されたとし
ても，倉地の批判は当たらないであろう２）（p. 56）。
会計／会計学の対象について考える（中瀬）　343
　倉地 [1995] の“戒め”３）を念頭において，今井 [2000a] は「個別資本の運動」を
見直し，「会計の対象を貨幣である」と考えたのではないだろうか。
　私〔今井〕は会計の対象が個別資本の運動であるということは，客観的な個
別資本の運動というものが存在していて，それを会計が写すということではな
いと考える。会計学が，会計言語が，会計的記録計算が描いたものが，個別資
本の運動であると考える。企業の経済活動は結果として個別資本の運動に反映
してくるであろうが，反映されるまでは，会計が捉えない限り私は会計の対象
ではないと考える（p. 57）。
 2）　倉地 [1995] は，「対象は経済活動つまり資本運動である」との断定が「否
定例」を含むと疑問視しているのだから，「対象は個別資本の運動である」
と（の命題を示）した後で，厳格に言えば「対象は資本運動それ自体でなく，
資本運動という言葉である」とか「対象の直接的模写ではなく，それの再編
成である」とか補足しても，その「補足」が「命題の否定例」を表わしてい
る，と倉地 [1995] は疑問を呈するのではないだろうか。
 3）　倉地 [1995] は，「会計研究の在り方」に関して，以下のように論じる。
　　 計算対象が何であるか，を最初から決めて掛かるのは，科学的研究の基本
から外れる態度と言わざるを得ない。換言すれば，科学的理論たる説明理論
の立場に立つなら（別の立場，即ち，指導論の立場に立つのなら話は別であ
るが），……。
　　 ……。この，不明・謎であるもの，具体的には計算対象，更には計算目的
は何かについての命題の如き「説明のための仮説」こそ，究明さるべきもの
なのである。もちろん，「経済活動観」も説明のための一つの仮説たりうる。
しかし，あくまでも一つの仮説──絶えず吟味さるべきもの──として位置
づけることが必要である（p. 167）。
　 　仮説は，絶えざる吟味に曝されなければならないのである。
　　 そして，この吟味に当たって，即ち，「……観」の証明（反証）に当たって，
証拠となるものは，前記のような観察可能な経験的事実たる「会計上の事実」
でなければならない（p. 169）。
　　 ここで「会計上の事実」とは，吉田 [1977] の言うように，貸借対照表・損
益計算書などの「決算表上の各数値であり，更にその数値を決定する各種の
計算法である」（倉地 [1995] p. 167）。
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　そして，最終節「結」において，今井 [2000a] は次のように明言する。
　Ｇ -Ｗ -Ｇ' では貨幣の増殖が目的となる。これが資本の成立と考えられるの
であるから，より大なる貨幣を求める貨幣が資本なのである。従って個別資本
の運動を会計の対象とするということは貨幣を対象とするということである
（p. 58）。（下線は中瀬）
　「会計の対象は貨幣である」という観方は，今井 [2000a] 独自の考えのように解
される。
（ ２ ）個別資本循環説における「取引」の “ 記録計算 ”
　馬場 [1975] は企業会計の記録計算の対象は個別資本の運動（循環）であるが，
「簿記・会計の記録計算の対象，すなわち日常取引を，個別資本の運動と規定
することができるものは簿記・会計理論以外のものではない」（p. 99）という。
ということは会計理論によって会計の対象が与えられる，対象が記述されると
いうことになるであろう，
と今井 [2000a] は理解する（p. 51）。
　それでは，個別資本循環説（運動説）の立場に立つ「簿記・会計の理論」は，ど
のように「日常取引を個別資本の運動と規定する」のだろうか。
　複式簿記が，商人の活動，あるいはこれを一般的にいって，企業の活動の出
発点でありまた終点でもある資本の価値増殖運動から説明されるべきであるの
は当然のことであろう。では，資本の価値増殖運動とはどういうものであるか。
　企業は，まずいくらかの資本を投下しなければならない。資本の投下は，一
般的には，“貨幣”をもって充てられる。その“貨幣”は具体的な財産に換え
られ，これら財産がそれぞれの用途に従って使用，消費，交換，処分されて再
び“貨幣”の形態に復帰する（資本の循環）。しかもこれは原則として当初よ
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りも多額の“貨幣”となって回収される（資本の増殖）。投下資本はそのよう
な増殖と循環の過程を繰り返すのである（馬場 = 内川 [1960] p. 19）。（“　”は
中瀬）
　上の引用文からすれば，企業活動に最初に投下されるのは“貨幣”であり，それ
に続く企業活動はその「“貨幣”の転化過程」と観ることができるから，今井 [2000a]
が“貨幣”を「会計の対象」として考えることも納得し得ることである。
　しかし，会計が貨幣を対象として，これを記録計算する場合，「貨幣のまま」で
記録計算するわけではない。馬場 = 内川 [1960] も，次のように説いている。
　複式簿記においては，企業における資本の運動過程を取引としてとらえ，こ
れを資産，負債，資本，収益，費用の ５ つの要素に分解して，資産および費用
については，その増加を借方，減少を貸方，また負債，資本および収益につい
ては，その増加を貸方，減少を借方として，それぞれＴ字型の両側へ記入する。
したがって簿記においては，企業の資本運動過程はすべてこのＴ字型の両側に
記録されて，その増減変化が明らかにされる（p. 36）。
　したがって，企業の資本運動を記録計算の対象とすると考えても，記録計算を実
行する場合には，資本運動過程における「資本」の具体的な存在形態や機能形態に
注目して，それら形態を適切に区分し的確な名称（勘定科目名）を選択し，一定の
ルール（記入法則）に従って記録計算を行うのである。
　ちなみに筆者（中瀬）は，「簿記論」の講義の初日，「簿記とは，企業の経済活動
を，一定のルールに従って，継続的に記録・計算・整理する技術である」，と紹介
する。
　「経済活動」を「（簿記上の）取引」とすれば，倉地 [1995] の批判を避けられるの
かもしれない。しかし，簿記に初めて接する学生に「簿記上の取引」と言っても理
解してはもらえないのではないかと思われ，高校生でも見聞きする「経済活動」と
いう言葉を用いてきた。「対象を経済活動とする」という“表現”には「否定例が
含まれている」との批判は甘んじて受けるしかないであろう。
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　簿記・会計の対象を「企業の経済活動」と捉えた場合でも，当然そのままでは記
録できない。その経済活動を“簿記上の取引”に捉えなおすことが必要である。
　このように考えてみると，簿記・会計の対象を，「貨幣」としても，「個別資本（の
運動）」としても，「経済活動」としても，記録計算の技術的な次元での“直接的な”
手続きは，いずれも同じになる。
　今井 [2000a] [2000b] は，「会計の“根源的な”対象」といった意味合いも含めて，
「会計の対象を貨幣である」と捉えたのであろう。
２ ．会計学説としての個別資本循環説──馬場理論に学ぶ
　馬場 [1975] は「個別資本運動理論の会計理論領域への展開の一つの試み」である。
　さて，馬場 [1975] は，「会計とは何であるか」という問いに，簡単には答えられ
ないとした上で，次のように述べる。
　少なくとも，会計は何らかの客観的なものを記録計算の対象とするものであ
ること，そしてこの対象の記録計算を何らかの目的のもとに行うものであるこ
と，この ２ 点は疑うことのできない事実であろう。それが有目的的行為である
から，また，会計的方法または会計技術として現われざるを得ないことも疑い
のないところである（p. 5）。
そして，「社会的に通用する会計」にとっての一般的に妥当する客観性のある目的
として，次の ２ つを掲げる。
　その一つは，企業活動の実態を記録計算し，これを何らかの上位目的に役立
てようとする，いわば管理目的である。もう一つは，企業活動の終局の目的で
ある資本蓄積目的であり，上記の管理目的も究極的にはこれに奉仕するもので
ある。この二つの目的は相対的に独立しながら相互に作用して会計実践を形成
する（pp. 5-6）。（下線は中瀬）
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（ １ ） 個別資本循環説と「対象の論理」
　馬場 [1975] は，「会計学説としての個別資本循環説」がどういう学説であるかに
ついては定説があるわけではない，と断わりながらも，それの考え方を次のように
説いている。
しかし少なくともそれは個別資本循環過程を研究することを主題とした学問で
はあり得ない。むしろそれは既知の個別資本循環の理論を用いて，商人実践と
しての簿記・会計の記録計算方法を統一的に説明し，その経済理論的根拠を明
らかにしようとする考え方にもとづくものである（p. 175）。（下線は中瀬）
　「実務ないしは技術としての会計的方法にとってはその対象は具体的な企業活動
ないしは日常的な取引としてのみ現われるもの」である（p. 177）が，「簿記・会計
学は会計的方法をその研究の対象として取り上げるに当たって，会計的方法そのも
のの客体たる個々の取引をまず一般的普遍的な形式でとらえざるを得ないからであ
る」（p. 177）。（下線は中瀬）
　会計理論はなぜ日常取引を一般化してこれに個別資本運動というような規定を与
えねばならないのであろうか。
　それは一つには，対象そのものがそのような歴史的現実として生成してきた
という認識に立脚するからである。同時にそれは，およそ技術的なものの構造
を明らかにするための鍵は，何よりもまず対象の論理の中に求められなければ
ならない，とする思考にもとづくものである。対象に内在する論理をまず把握
しなければ，およそ技術的なものの構造は理解できない。個別資本循環説はこ
の意味において，対象の論理を重要視する立場をとるものであり，そのために
対象の一般的規定をまず与えておく必要を認め，またそれゆえにこそ，資本循
環過程の分析を問題とする（馬場 [1975] p. 100）。
　「簿記・会計の記録計算方法を統一的に説明する」のに「個別資本循環の理論」
を用いるのは，「何びとの考案とも知れない複式簿記の原理がマルクスの図式化し
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た資本循環公式と符節を合するように一致する」からである（馬場 [1975] p. 57）。
　資本循環公式もしくは資本運動公式は，次のように表わされる（馬場[1975] p. 88）。
　ここに「企業に投下された貨幣資本が形態変化を遂げながら最後に増殖した貨幣
となって戻ってくる姿」が描かれている。この公式によって次の ３ 点が示される
（p. 88）。
①　資本運動は価値転形運動であること
②　価値増殖運動であること
③ 　資本運動が循環運動であること
　しかし，「マルクスの資本循環公式を用いて勘定体系や貸借対照表を説明するの
が，個別資本循環説である」というわけではない4）（pp. 172-73）。
　馬場 [1975] によれば，「会計理論におけるいわゆる資本循環説ないし個別資本運
動説」の成立理由は次のようである。
　企業活動における個々の偶然な取引現象とみえる諸過程も，実は，無限に繰
り返す利潤追求活動の元本としての個別資本の運動の現象的諸断片にほかなら
ないということ，さらにまた，この個別資本の運動それ自体も，生産資本循環
　　　 Ｇ──────Ｗ──────Ｇ'（商業資本）
　　 〔貨幣〕　　　〔商品〕　  〔増殖した貨幣〕
　　もしくは
　　　 Ｇ──────Ｗ…………Ｐ…………Ｗ' ────Ｇ'（産業資本）
　　 〔貨幣〕　　　　　　　　〔生産〕
　　　　　　〔商品〕
　　　　　　　　　　　
設備
原料
労働力
増殖し
た貨幣
価値増殖
した商品
 4）　「かつての吉田良三氏も，Ｇ - Ｗ - Ｇ' という公式を援用されたかぎりでは
個別資本循環論者であったといわなければならないことになる」（馬場 [1975]
p. 173）。しかし，吉田氏は個別資本循環論者ではない。
　　ちなみに，「会計の対象は個別資本の運動過程である」と捉える青柳 [1968b]
（pp. 92，95）も，個別資本循環論者ではない。
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（Ｐ－Ｐ' ）と商品資本循環（Ｗ－Ｗ' ）とをともに内包してこれを統一すると
ころの貨幣資本循環（Ｇ－Ｇ' ）として，社会的総資本の運動法則にしたがっ
て営まれているということ，── 総じて，個々の取引過程の意味をこうした
社会経済過程に裏づけられたものとして理解する，── このように考えると
ころに，資本循環説の成立する理由がある（pp. 169-70）。
　資本循環説で重要視される「対象の論理」とは，対象である「資本循環過程」に
おける「資本の論理」，すなわち資本価値の，転形，増殖および循環運動の論理と
解される。そして，「個別資本循環説の立場はつねに，問題をあくまで対象の論理
にひきもどして理解するという考え方をとる」（馬場 [1975] p. 102）。
　対象の論理を重視するといっても，簿記・会計は財産その他の対象の出入りを有
効に管理しようとする目的に発したものであるから，簿記・会計という記録計算行
為は明らかに １ つの有目的的行為である。だから簿記・会計における目的の重要性
を無視することは許されない（p. 100）。
　したがって，会計的方法は，会計主体の目的と会計的行為の対象たるもののもつ
論理との係わり合いにおいて形成されるのであり，資本循環説ないしは個別資本運
動説はまさに，この対象の論理の厳密な規定から接近して会計的方法を理論的に根
拠づけようとするものにほかならない（pp. 170-71）。
　会計的方法は，対象の素朴な反映模写として形成されるものではなく，「むしろ
対象の論理を，主体の選択した目的に合致するよう組みかえていくところに成立す
るものと言わねばならない」（p. 101）。したがって，「会計は会計対象の直接的模写
ではありえない，それは実践目的に媒介された対象の論理の再編成であるというこ
とでなければならない」（p. 7）。
（ ２ ）価値計算の意義──複式簿記生成の論理
ａ．数量計算から価値計算へ
　馬場 [1975] は，その第 ４ 章二5）で，財産管理のための記録計算の方法を，歴史的
 5）　馬場 [1975] 第 ４ 章二「数量計算から価値計算への展開──複式簿記生成の
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に「数量計算から価値計算へ」の発展として跡づけた。
　「数量計算」の本質は，「個々の財産の受入，払出を具体的に記録し，常時その現
在高を計算し確認しておく財産管理計算である」という点に求められる（p. 106）。
このような財産管理計算は，物量単位による計算で十分その目的を果たすことがで
きるが，貨幣経済の発展につれて，物量計算とともに貨幣価値による計算をあわせ
用いる必要が避け難くなってくる。貨幣経済が一般化し，各種の財貨が貨幣価値（価
格）で測定されるようになると，価値計算が数量計算の中に入り込んでくる。さら
に，「資本主義経済になると貨幣価値計算が支配的なものとなり，逆に数量計算は
貨幣価値計算の中に全く包摂されてしまうようになってくる」（p. 107）。
　それでは，数量計算と区別された価値計算の本質は何に求められるか。馬場 [1975]
は「価値計算の本質は結局，資本価値計算であり，その機能は損益計算である」
（p. 106）と言う。そして，数量計算と価値計算とを対比させて両者の関係を次のよ
うに示す（p. 106）。
　しかし，貨幣経済が支配的となっても，家庭，寺院，官庁などの消費経済におけ
る会計では，そこでの財貨全部を統一して １ つの財産集団とみなす必要はないので，
個別的財貨の数量計算で事足りる（pp. 107, 108）。この場合，貨幣収支のみは価値
計算に従っているようにみえるが，実質的にはそれもまた数量計算が行われていた
にすぎない。これら消費経済の終局の目的である欲望満足は，これを価値的に把握
することが不可能であり，不必要でもある（p. 108）。
（形態）
数量計算
価値計算
（単位）
物量計算
価格計算
資本価値計算
（機能）
財産管理計算
損益計算
　　（注） 物量計算に対照させている価格計算は，貨幣価値計算と同じ意味である。
論理──」の独立論文としての最初の発表年は不明であるが，この節の記述
内容は，馬場 = 内川 [1960] の第 １ 章第 １ 節「複式簿記の生成（そのⅠ）」（そ
のうちの「2．階梯式計算と勘定式計算」を除く）と同じである。
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　ところが，多種の財産が １ つの客観的に計量可能な目的のために利用，収益，処
分されるということになってくると，これらの財産の全体は有機的に編成された集
団をなす。このような統一体として財産を把握しようとすれば，財産を統一的な価
値によって記録計算しなければならない（p. 108）。
　価値計算の意味は，財産がすべて貨幣価値で記録計算されるという計算単位だけ
の問題ではなく，財産が統一体となる点が決定的である（p. 108）。全財産が統一的
価値として理解される結果，全財産は元本または基金の意味をもち，個々の財産は，
元本が必要に応じて様々な具体的な形をとって現われるときどきの姿にほかならな
い。個々の財産がどのように姿を変えようとも，どこまでもそれらが有機的な全体
として統一的に把握されるところに価値計算の意義がある（p. 109）。
　価値計算の発展は，目的が最も客観的に明確で，統一が最も整然としている財産
集団たる営利事業，企業のもとで初めて必然となり，可能ともなる。具体的には，
家計から一定額の財産が分離されて，明確な営利目的のための元本とされることで
成し遂げられる。「家計と営業の分離」というのはこのことである（p. 109）。
ｂ．複式簿記の生成
　数量計算から価値計算への移行は一挙に行われたものではない。営業が家計から
分離されたのちも，久しく財産管理的な数量計算にとどまっていた記録計算の方式
は，しだいに価値計算のなかに包摂されてゆくが，その過程がとりもなおさず複式
簿記の体系化されてゆく過程である（馬場 [1975] p. 109）。
　古代ローマのいわゆるマスター・スレーブ（master-slave）関係において，奴隷
が主人から現金を委任されたとき，自己の現金帳と並んで主人の現金帳にも付ける
ことによって，期せずして， １ つの出来事（取引）を ２ つの勘定の相反する側に同
時に記録するという複式記入の萌芽をうかがわせることになった（p. 111）。その後
13世紀に至って複式簿記の展開の発端となったのは，現金収支の記録ではなく債権
債務の記録であった（p. 112）。
　複式記入の始まりを，貨幣収支の記録計算，債権債務の記録計算，いずれに求め
るにせよ，理論的に明確なことは，価値計算は本質的に複式記入を伴わざるを得な
いということである。価値計算は全財産を有機的な一体として把握するものである
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から，その記録計算は本質的に二重記録，複式記入とならざるを得ない。すなわち，
① 　全財産を有機的な一体とするから，財産は元本としての財産であるとの観
念を生じ，財産と元本（資本）との二重的把握に導かざるを得ない，
② 　全財産の内部の構成部分における移動，例えば貨幣を支出して商品を購入
するという取引は貨幣のマイナスと商品のプラスとして二重にとらえられる
のみならず，このプラスとマイナスとは相互に原因であり結果でもあるから，
この因果関係の面からも二重把握されることとなる，
③ 　価値計算は当然価値増殖計算を含むことになるが，価値の純増加もしくは
純減少は終局的にはどこかに帰着させねばならないから，財産の純増減とそ
の帰属の対立，その二重記録の必然性が価値計算にはどうしても含まれざる
を得ない。そしてこの純増減の帰着する先は元本そのものかもしくは元本の
所有者以外には考えられないから，上記①とあわせてこの記録は帰属計算，
所有計算の意味をもつことになる（pp. 113-14）。
　価値計算は価値移動計算，因果計算，帰属計算，所有計算を当然に含み，しかも
これらの計算が二側面の記録を伴うものであるから複式記入と結びつかざるを得な
い。複式簿記も価値計算のそのような展開と結びついて初めて自足完了したものと
なる。このような価値計算体系の形成は複式簿記における資本主勘定の成立によっ
て成し遂げられた。けだし価値計算とは資本価値計算の意味であり，個々の項目の
増減変化はすべて資本価値増減変化──資本の運動過程を表わすものであるからで
ある。以上によって，われわれ〔個別資本循環（運動）論者〕が会計的方法の対象
を個別資本の運動と規定する理由が説明されたと思う（p. 114），と馬場 [1975] は言
う。
（ ３ ）「会計公準」批判
　馬場 [1975] の第 １ 章は「会計公準論序説」である。その「一」で会計公準を概観
し，「二」～「四」では「ほとんどすべての学者が会計公準として採用する」ギル
マン（Gilman [1939] ）の ３ つの会計コンベンションを検討している。
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ａ．会計公準（コンベンション）概観
　会計学者たちは，記録計算の背後には会計上の見積りや判断が存在しており，そ
れゆえに会計の全機構は一連の人為的な仮定の上に成り立つものでしかなく，した
がってまた会計的事実の真実性には限界がある，と主張してきた（馬場 [1975] p.1）。
会計学者によるこのような会計の限界の認識は会計公準論およびこれを基礎とする
会計基準論を導くに至ったが，しかし実際にどのような公準や基準を掲げるかとい
う試みは，各人各様で，多彩さがみられる（p. 2）。
　会計公準あるいは会計コンベンションと呼ばれるものは，会計を考える場合の，
いわば約束事ともいうべき基本的な諸前提のうちの最も基礎的なものである（ p. 4）。
　会計コンベンションの性質として，ギルマンは次の ２ 点を挙げる（馬場[1975] p. 4）。
①　会計上の原理，通則といった上部構造を支える基礎（foundation）である，
② 　人為的な（arbitrarily），しかし一般に承認された会計上の基本的な諸仮
定であるが，仮構的（fictional）要素をもつものである。
　そこで人為的な，仮構的なものと言われているが，それは一般に承認され，明示
または黙示的に同意され得る性質のものでなければならない（馬場 [1975] p. 5）。「そ
れでいて，会計公準が各人各様である」ということについて，馬場 [1975] は，以下
のように論評する。
もともと公準論なるものがもち出された基礎には，会計学ないし会計的方法に
ついての方法論的反省が横たわっていたはずであるにもかかわらず，その方法
論的反省が会計学方法論として自覚され，科学的に純化発展せしめられるとい
う方向をとらずに，むしろ会計実務を直接に基礎づける記帳技術的思考系列に
おいて事柄が処理されてきたからではないかと思われる。つまり，会計公準論
は，現行の会計実践を慣行として承認した上で，それらの会計実務がかくかく
の前提を基礎にもっているということを，いわば帰納的に数え上げるにとどま
り，諸前提間の関係を十分明らかにしていないばかりでなく，諸前提のうちの
最も基礎的なものが何であり，またそれが何ゆえに必然的に基礎的なものとし
て現われざるを得ないか，ということを必ずしも十分に論証するに至っていな
いからなのである（p. 5）。
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ｂ．評価のコンベンションとエンティティ・コンベンション
　ギルマンは基本的なコンベンションとして次の ３ つを挙げている（馬場[1975] p. 8）。
① 　エンティティ・コンベンションとは，「複式記入記録を保持する会計単位
が他の人たちから……醵出された一定の資産を占有もしくは『所有する』一
個の擬制的人格であることを意味している」という仮定であり，
　　② 　評価のコンベンションとは，「資産および……請求権に内在する異質性が
財務上の同質性，すなわち貨幣価値に換算される」という前提であり，
　　③ 　会計期間のコンベンションとは，「 １ 年という会計期間の慣行である」。
　馬場 [1975] は，以下のように，ギルマンのコンベンション論を批判する。
　ギルマンの会計コンベンション論においては，企業会計・簿記の前提であり，
同時に記録計算の対象である企業資本の成立が全く不問に付されたまま，コン
ベンションの体系化が試みられている。そのため，とくに重要なエンティティ・
コンベンションと評価のコンベンションとの間の論理的関係はついに明瞭とな
らないままに残される。その結果，ギルマンにおいては，エンティティ・コン
ベンションは単なる財産資本等式の仮定あるいは会計単位の仮定として，また
評価のコンベンションは一切の資産負債を貨幣価値で記録計算するという単な
る計算単位の仮定として，全く計算技術的次元ですべてが設定されてしまうの
である（pp. 8-9）。
　貨幣的評価の公準の概念は，異質的な諸財貨を同質的な貨幣で表わすといっ
たような計算技術的な概念ではなく，むしろ異質的な諸財貨を投下資本価値と
して把握するというすぐれた歴史的な概念でなければならないのである
（p. 15）。（下線は中瀬）
　ギルマンの説明では，エンティティを1個の仮構にすぎないものとして設定せざ
るを得なくなる。「ところが現実には」と，馬場 [1975] は論断する。
　一定の目的のもとに呼び集められ，したがって自己の運動法則をもつに至っ
ている，それ自体で自足完了した統一的財産集団が現われているのであり，こ
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こに価値計算としての発達した会計の対象が与えられるのである。そしてそこ
にこそ，エンティティといわれ得るものが実在するのである。それは仮構でも
何でもないのである（p. 22）。
　さらに馬場 [1975] は， ２ つのコンベンションの論理的関係について論及する。
　数量計算が価値計算に飛躍するという発展において，〔エンティティの成立
がもたらされたが，これが成立するためには，貨幣的評価の慣行が前提として
先行していなければならないはずだから（p. 13），〕会計公準論でいうところの
評価のコンベンションおよびエンティティ・コンベンションが〔同時に成立す
ることを，そして二つを〕統一的に理解できるのである。そうして，会計計算
の意味が論理的・歴史的に理解され得たかぎり，事柄は対象の論理として把握
できているのであって，人為的仮構として，これをコンベンション視する必要
はないのである。これらの「仮定」が客観的な，対象そのものに内在する論理
にもとづいているからである（p. 19）。
　なおギルマンは，評価のコンベンションが資産の時価評価あるいは収益価値によ
る評価といった経済的価値とは係わりがないことを示すために，「評価のコンベン
ションでいうところの貨幣的評価は，貨幣による記号（symbolism）にすぎないも
のであることを強調している」6）（馬場 [1975] pp. 15-16）。
 6）　黒澤 [1964] も，「元来貨幣的評価の公準は，エンティティ（企業実体）と
エクィティー所有者（資本主）との間の，『チャージ・ディスチャージの関係』
を貨幣によってシンボライズするために，成立したものであると考えること
ができる。この意味では，貨幣評価は単に会計上のシンボル（accounting 
symbol）にすぎなかったのである」（p. 51），と述べている（馬場 [1975] p. 16）。
　　 筆者（中瀬 [1999]）は，「貨幣とはその機能によって定義される。つまり，
貨幣として使われているものが貨幣であり，貨幣の機能には価値尺度，支払手
段，蓄蔵手段の ３ つの側面がある」（Hicks [1967] p. 1）との見解を拠り所と
して，「貨幣は，それら ３ つの機能を象徴する“シンボル”の一種である」（p. 73, 
注7）と考え，「会計は，貨幣の価値尺度機能つまり“文字としての貨幣”を
用いて，経営活動を記号化し表現する行為である」（p. 72），と論じた。 
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　これに対して馬場 [1975] は，「資本という統一的な観念の構成要素」すなわち，
資本価値計算を代表するはずの貨幣的評価が「単なるシンボルにすぎない」という
ことになると，これは物量単位と並行する「単なる計算単位としての貨幣的数量計
算」に逆戻りすることになってしまうおそれがある（p. 16），と批判する。
ｃ．会計期間コンベンションと会計目的
　会計期間のコンベンションの成立について，ギルマンは以下のように「投資形態」
に関する歴史的な考察から始める（馬場 [1975] pp. 24-25）。
　一種の組合企業として複数の出資者から構成されるコンメンダ企業が起こっ
てくると，資金委託者である出資組合員が〔しばしば遠隔地に滞在する〕業務
執行組合員からの成果の報告を待ち望むのはきわめて自然な成行きであった。
　それでも事業が個別投資（single venture）の形態であった間は，会計上さ
したる困難な問題を生じなかったが，やがて反復的投資（successive venture）
の形態へ進化するにつれ，次の投資への移行時に一部未精算の資産を生ずるこ
とが避けられなくなり，このような未精算の資産をどのように処理しかつ報告
するか，という新しい会計問題を惹起するに至った。しかしそれでも，まだこ
の段階では，報告書は当該個別投資の終結を待って作製することができた。
　だが事業の形態がさらに発展して，いわゆる重複的投資（overlapping 
venture）の段階に入ると，取引は常時継続的な流れと化し，各投資の終結時
に報告書を作製するというこれまでの手続きはもはや適用できなくなってし
まった。
　「かくして，ここに会計上第 ３ の重要なコンベンションで最も厄介なコンベンショ
ンが導入されることとなった。会計期間のコンベンションといわれるものである」
（馬場 [1975] p. 25）。
　馬場 [1975] は，会計期間コンベンションの成立についてのギルマンの説明が，もっ
ぱら事業の投資形態の推移という客観条件の変化のみに依存していることに若干の
抵抗が感じられる（p. 26），と批判する。会計方法の発展が会計の対象たるものの
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構造変化によって条件づけられる，ということは道理であって，この限りでは，ギ
ルマンの所論は至極当然と言わねばならない。しかし，会計方法の発展の歴史的観
点からより一層重要なことは，個人企業から組合企業ないし複数出資者企業への発
展であって，これら複数出資者形態の企業が必然的に要求する持分確定計算への圧
力こそが，期間計算を導入せざるを得なくした根本の動因であったとみるべきであ
ろう（p. 26）。「期間計算の成立においては，会計目的という主体的条件を無視して
は重要なポイントを見失うことになる」（p. 26）。「少なくとも主体的条件を無視し
て客体的条件のみを説くことは，期間計算のコンベンションの正しい理解の仕方と
はいえない」（p. 27），と指摘する。
（ ４ ）企業会計における主体の問題
　昭和29年から30年，31年へとかけて，わが国会計学界をあげての論争をひき
おこした問題に企業実体（Business Entity）と会計主体との関連の問題があっ
た。この問題は最近の新しい会計理論……の思考からすると，きわめて古くさ
い問題であって，さほど関心のもたれる問題でもないようである。
　しかしこの論争の内容は，その実，会計理論の本質ないしは会計学の方法に
ついてきわめて重要な問題提起を含んでいたと思う。……。
　本稿は，こうした論争にいま一度，光をあててみようとするものである7）（馬
場 [1975] p. 31）。 
　「会計主体論争」を展望した新井 [1963] は，次のように論述している。
 7）　章末付記によれば，第 ２ 章「企業会計における主体の問題」は『個別資本
と経営技術』（1957年 b ４ 月刊）所収論文（第 ７ 章）を根本的に書き改めた
ものである（馬場 [1975] p. 55）。 
　　 馬場 [1957b] によれば，その第 ７ 章「経営学・会計学における主体の問題」
は『経済評論』1957年 a ２ 月号に発表されたものである（p. 256）。
　　 ここでの引用箇所は，当然ながら馬場 [1957b] には記述されていない。
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　ごく概括的にいえば，この〔会計〕主体論争の焦点となっているものは，（1）
企業会計上，企業をどのようにみるかという「企業観」と，（2） この企業観に
基づいて，会計的判断の最終的なよりどころをどこに求めるかという，「企業
会計の指導原理」の探求にあるように思われる（p. 226）。
　そして，「エンティティという概念が ２ つの違った意味をもつ，すなわち，その
１ つは会計単位としてのエンティティ概念であり，他は会計主体としてのエンティ
ティ概念である」（pp. 226-67）と考察したのち，各種会計主体論について以下の
ように総括して , 各論者の主張を紹介している（pp. 228-36）。
Ａ　企業と資本主との関係を重視する主体論
　（1）資本主理論（proprietorship theory, proprietor theory）
　（2）代理人理論（agency theory）
Ｂ　資本主とは別個の，企業自体の存在を認める主体論
　（3）企業主体理論（entity theory）
　（4）企業体理論（enterprise theory）
Ｃ　他の二者〔上記の企業観とは異なった，非人間的または中立的な主体論〕
　（5）資金理論（fund theory）
　（6）その他
　ａ．ペイトン = リトルトンの「企業実体」の概念
　馬場 [1975] は，「企業実体」なる概念を最初に取扱ったペイトンの説明を，リト
ルトンとの共著『会社会計基準序説』（1940）の中から抽出している。すなわち，
ペイトン = リトルトンは「企業は資本の提供者である出資者の出資なくしては成
立しないが，企業がいったん成立してしまうと，いまや企業は出資者とは区別され
た独自の存在（制度）となる」と説き，さらにこの事実を前提として，「こうした
企業の作成する会計記録や計算諸表も，出資者その他利害関係者のものというより
は，むしろ『企業実体』の（ための）記録や諸表となるものである」と主張してい
る（馬場 [1975] p. 33）。
　馬場 [1975] は，ペイトン = リトルトンの簡潔な表現からその含蓄を読み取り，
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次のように敷衍する。
　第 １ には，「企業実体」を一つの自己疎外的現象とみている。すなわち，企
業はいったん形成されると，いまや独自の論理をもって行動する存在となり，
企業をつくり出した当の出資者の意思から相対的に独立化する。企業はもはや
出資者の主観的な，もしくは私的な意図や恣意を原則として許さない客観的な
存在となる可能性をもつことになる（p. 33）。
　第 ２ には，「企業実体」のなかに会計的方法を規定する客体の論理をみている。
すなわち，企業実体は外面的には企業会計の単なる計算単位として現われると
しても，内面的には，一定の論理を内在せしめている客観的存在として，記録・
計算・報告という会計的方法の在り方を規定するものとして現われる。ペイト
ン = リトルトンは，会計諸記録や計算諸表が出資者や利害関係グループのも
のではなく企業実体のものであると言っている。この言葉は……，会計的方法
なるものが，私的個人的な目的や要求に直接的に依存するのではなく，そうし
た私的個人的な目的や要求を，客観的な過程として内在化し客観化している「企
業実体」そのものの論理に，会計的方法が依存することを指摘しているのであ
る。企業実体の概念はこのような意味において初めて，会計的行為の判断のよ
りどころ，会計主体を表わすことになるわけである（pp. 33-34）。
　黒澤 [1951] は著書『近代会計学』初版において，「『企業実体』は誰が会計を行う
かに関する会計主体の概念である」と明確に述べ，所有者の私的，個人的意図をこ
えたそれ自体の論理（法則）をもつ存在としての企業実体の確立が同時に主体の確
立でもある，と正しく示している（馬場 [1975] pp. 35-36）。しかし会計主体論争を
経て，「黒澤教授の場合，企業実体から主体概念をひきはなす方向で論争後の論点
整理がなされ」（馬場 [1975] pp. 36-37），『近代会計学』改訂版（1964）では，「『「実
体の公準」は……企業を会計単位として設定するところのコンべンションである』
と書き改められ」，「企業実体の仮定というものが，…… 企業を会計単位として設定
するための計算的・機能的概念として理解されることとなった」（馬場 [1975] p. 37）。
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　企業実体を会計主体とみる考え方にはもともと正しさがあったのであった
（p. 46）。
　企業実体の概念を会計主体問題からはずすということは，論争点を整理する
上には極めて有効な手段であったとしても，果たして会計主体論争を正しい解
決へもってゆくために役立つ正しい方法であったかどうか。企業実体を機能的
な概念として捉え，これを会計単位もしくは計算技術的前提として処理してし
まうことは，結果において，エンティティ概念の実体的内容に眼をつぶらせ，
会計主体の問題を個別資本の現実のなかに根深く捉えるという道を放棄させた
と私はみる（pp. 47-48），
と馬場 [1975] は締め括る。
　ｂ．会計の「実践的主体」と「論理的主体」
　一般に，企業会計は個別資本の運動過程を記録計算し，かつその結果を報告する
技術体系と考えられている。そうだとするとビジネス・エンティティなるものは会
計の対象だと考えられる。確かにエンティティは個別資本にほかならず，個別資本
の運動は企業会計が捉えようとする対象である。しかし，客体としての個別資本は
それ自体の論理，運動法則をもつと考えられねばならない（馬場 [1975] pp. 42-43）。
　個別資本をつくりあげ，これに直接の目的を与え，かつこれを現実に動かし
ているものは機能資本家である。彼は明らかに経営実践における判断の主体で
あり，彼はまた当然，会計的記録計算および報告における判断の主体，すなわ
ち会計主体として現われる。それにもかかわらず，個別資本がひとたび社会的
総資本の一環として成立すると，それはいまや独自の運動法則と論理をもって
機能資本家の上に臨んでくる。だから，いかに博愛精神の持主である機能資本
家であっても個別資本の担い手である限り利潤追求の手を緩めることができな
いのと同様に，極端な私益の追求に走る機能資本家も個別資本の存在に含まれ
る社会性の限界にぶつからざるを得ないのである（馬場 [1975] pp. 43-44）。
　しかし，機能資本家自身，個別資本に内在する客体の論理に服さざるを得な
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いにしても，なお彼にとって反作用の余地は十分残されている。だから機能資
本家がその私的・主観的な目的に合致せしめようとして資本運動の写像の形成
に作為を加えることも十分あり得る。粉飾の類いはそのような反作用的過程の
産物のひとつといえよう（p. 44）。
　機能資本家による粉飾などの恣意的な会計行為に対する批判には拠って立つとこ
ろの会計的方法の理論がなければならない。会計的方法およびそれを基礎づける会
計理論そのものは，豊富な個別資本の現実のなかからのみ汲みとられるのであり，
その意味で個別資本の構造に内在する論理が会計の論理的主体と考えられてよいこ
とになってくる（馬場 [1975] p. 45）。（太字は中瀬）
　会計的行為の直接の主体としての実践的主体は明白に存在する。それにもかかわ
らず，なお「主体」が探し求められるのは，機能資本家の私的・恣意的な会計方法
に対する批判の立場が求められているからである。そうした立場を「主体」〔論理
的主体〕と言っているまでのことである（p. 45），と馬場 [1975] は指摘する。
　馬場 [1975] は，会計主体論争に関連して，会計主体概念に実践的主体と論理的主
体とが区別されることを明らかにした（p. 46）。そして論争の過程において，諸見
解では，論理的主体を求めるに急であって，個別資本の現実の担い手であり，実践
的な会計主体である機能資本家の存在がほとんど無視されていた（p. 50），と顧みる。
　ｃ．所有主理論（資本主理論）と企業実体理論（企業主体理論）
　馬場 [1975] は，「所有主理論から企業実体理論への“移行”」（両者の違い）を考
察する過程で，「会計主体論の核心」を抉摘している。
　会計の考え方が所有主理論から企業実体理論へと移ってきたことは，個別資
本の構造の歴史的発展に照応するものといえるが，しかし所有主理論と企業実
体理論とは理論の構造としては同一のものであって，対立するものとはいえな
い。〔「ささやかな個人資本」から「大規模な株式企業」へという〕発展の経過
において自己資本なかんずく機能資本の企業における中心的重要性というもの
が否定されたことは一度もない。他人資本も無機能資本も，すべてこれらは機
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能資本が呼び集めたもので，機能資本によって利用される。しかも重要なこと
は，これら企業資本として結合された資本は，機能資本から相対的に独立した
企業実体として現われ，機能資本を制約する。会計主体なるものが，実践的に
は私的な機能資本家に帰属しながら，他方では個別資本の論理のなかにその客
観性の規準を具現する，という二重構造をもつ点にこそ会計主体論の核心が存
するのではあるまいか8）（馬場 [1975] p. 49）。（太字は中瀬）
　所有主理論も私的個人を超えた客観的な「人格」を措定するものであるかぎ
りでは，エンティティ理論（広い意味での）の一形態であるとしなければなら
ないのではないか。その場合その所有主理論と，普通にいうエンティティ理論
（狭義）との相違は，前者が個人企業的状況を反映して企業資本における自己
資本の中心的重要性を強調するものであるのに反し，後者が株式企業における
資本の社会化を反映して（支配従属の関係は秘匿しながら）企業資本の一体性
を押し出してくる，という点にある。しかし両者はともに私的主体を超える客
観的な「主体」を措定するかぎりでは共通の基礎に立つ理論とみなければなら
ない（馬場 [1975] pp. 53-54）。
　新井 [1963] は，主な会計主体論を総括して，次のように指摘する。
 8）　「会計主体……」の文において，“会計主体”の「二重構造」が示すのは，
実践的主体は機能資本家だという点と，「他方で」の「客観性の規準」を具
現するという点である，と解される。 
　　 ところが，馬場 [1957b] では，「会計の主体が，実践的には私的な機能資本
家に帰属しながら，他方では二重構造を持つ個別資本の論理のうちに分裂す
ることこそ，会計主体論の核心ではあるまいか」（p. 130），と記述されている。
こちらの「分裂」が [1975] の「二重構造」に相当するのであろう。
　　 かくして，「会計主体論の核心」は，実践的主体（機能資本家）と論理的
主体（機能資本家の私的な会計方法に対する批判の立場）との“分裂”ない
しは区別が存することと理解される。
　　 ちなみに，[1957b] での「二重構造」と [1975] での「客観性の規準」とが
対応していると解されるが，「客観性の規準」の意味内容がハッキリしない。
やや強引に，「個別資本の“私的性質”（利潤追求）と“社会的性質”（特に
株式企業における，資本の社会化）」との相剋」と推測しておきたい。
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　各種の主体論のうち，そのいずれか一つの主体論のみを正当視することはで
きないといえるが，歴史的にみて，会計主体論はＡの類型からＢの類型へと発
展してきていることは明らかであり，これは企業の社会的・公共的な性格が徐々
に増大し，その社会制度的な色彩が強くなってきていることを裏書きしている
ものといえる（p. 225）。
　「歴史的にみると，資本主のための会計つまりＡの類型の主体論から徐々に脱皮
して，資本主とは別個の社会制度としての企業観を採るＢの類型へと発展してきた
と考えられる」という新井（[1998] p. 32）の見解を念頭において，筆者はかつて
「キャッシュ・フロー重視の下で『株主価値最大化』を経営目標として掲げる立場
つまり『株主重視の会計』」を，会計主体論の観点から“時代錯誤”の考え方とみ
るべきなのか，それとも会計主体論の方が“賞味期限”を過ぎた「過去の思考法」
なのであろうか，と問いかけたことがある（中瀬 [1999] pp. 71-72）。
　馬場 [1975] を読み返し，「所有主理論と企業実体理論とは理論の構造としては同
一のもの」（p. 49）という指摘に触れると，“時代錯誤”などと目くじらを立てるほ
どのことではなかったのかもしれない，と感じる。
　ちなみに，桜井 [2010] は，「現行の企業会計は，出資者とは区別された企業実体
を対象とするが（企業実体 [business entity] の公準），会計上の判断は株主の観点
から行われ，利益や資本は株主に帰属する金額が財務諸表に表示されている（資本
主理論 [proprietary theory）」（p. 56），と説いている９）。
 9）　桜井 [2010] の〔株式会社企業を前提としながらも〕「現行の企業会計は “ 株
主 ” の観点から〔『資本主理論』に拠る〕判断」という解説は，馬場 [1975]
の「所有主理論は個人企業的状況を反映，企業実体理論は株式企業における
資本の社会化を反映」（p. 54）という理解とは異なる。しかし，桜井 [2010]
の見解は，「歴史的発展の経過において自己資本なかんずく機能資本の中心
的重要性が否定されたことは一度もない」（p. 49）という馬場 [1975] の慧眼
を裏付けるものである。
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３ ．今井 [2000a] による“主体－客体未分離”観の意義
（ １ ）“主体－客体未分離”観
　今井 [2000a] は，青柳 [1968b]  [1968a]，馬場 [1975]，両者の所説を検討した結果
を次のようにまとめている。
　会計の対象である個別資本そのものは主客未分離であり，会計言語，会計的
記録計算というものにより表現されるときに個別資本としてはじめて認識さ
れ，客体と主体とに分離するのである。財貨用役は会計言語，会計的記録計算
により表現されてはじめて資本の運動形態の一部として認識され，描かれるの
である。しかしその際，主体が描こうとするものにより規定されてくる（p. 56）。
　青柳の所説から上記のまとめを導出した論拠は，以下のように解される。
　青柳 [1968a] は，実体なる概念は，一方では会計単位を意味し，他方では主
体的立場を意味して，一つの言葉に主体と客体の両義が込められている
（p. 202），という（今井 [2000a] p. 55）。
　青柳 [1968a] は，芸術論における作品を実体とみる見方を引き，語る内容を
客体とみれば，語る仕方に反映されるものが主体であり，実体は主体と客体が
不可分離に解け合う言語表現の単位であり，「かりに，財務諸表を企業の肖像
画とみれば，この実体には，客体としての企業の現実と客体化された主体とが
解け合うのである。実体のなかの二つの客体を分離することは，実際上，不可
能といってよい」（pp. 223-24），という（今井 [2000a] p. 55）。
　このような青柳の見解に対して，今井 [2000a] は，
　客体としての企業の現実と客体化された主体とが分離できないというのであ
るならば，立証ということは問題にならないのではないだろうか。また，言語
表現をしたことがそのまま我々にとっての認識になるのではないだろうか
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（pp. 55-56），
と付言している。そこでの「立証」の問題というのは，今井 [2000a] による次のよ
うな問題提起を承けてのコメントである。
　青柳 [1968b] は，会計学の方法は仮説演繹法であるとし，「仮説演繹法とは，
会計を一種の言語と仮定して，言語的思考の道筋をたどり，その結論を実践の
諸相と照らし合わせて，前提した仮説の正当性を立証する方法である」（p. 120）
というのであるが，これ〔会計が言語であるということ〕が実践の諸相に照ら
して立証される云々の問題であるのだろうか（今井 [2000a] pp. 46-47）。
　言語が指示するのは観念であり，その観念が指示する対象がある，そうする
と，指示される観念とその指示対象とが，ある人間Ａにおいて一致していると
いうことが本人にとって思えたとしても，他の人間Ｂにしてみれば同じ言葉が，
Ａの指示観念と指示対象と一致しているという保証がどのように得られるので
あろうか。ＡとＢとの同じ言葉の指示された観念とその指示対象との一致が立
証できるのであろうか（p. 47）。
　今井 [2000a] が馬場 [1975] の所説から「主客未分離」を引き出した論拠の １ つは，
次のように解される。
　馬場 [1975] は，エンティティは個別資本にほかならず，個別資本の運動は企
業会計が捉えようとする対象であるので，個別資本を会計の客体と考えること
はそのまま承認されるとしても，客体としての個別資本はそれ自体の論理，運
動法則をもつものと考えられねばならないから個別資本を会計の主体とみる考
え方を全く排除することはできない（p. 43），という（今井 [2000a] p. 54）。
　そして，「会計言語，会計的記録計算というものにより表現されるときに個別資
本としてはじめて認識され，客体と主体とに分離するのである」（今井 [2000a] p. 56）
という“まとめ”を支えるのは，次の馬場 [1975] の見解である。
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　「簿記・会計の記録計算の対象，すなわち日常取引を，個別資本の運動とし
て規定することができるものは簿記・会計理論以外のものではない」（p. 99）
という。ということは会計理論によって会計の対象が与えられる，対象が記述
されるということになるであろう（今井 [2000a] p. 51）。
（ ２ ）「主観－客観」図式からの脱却
　しかし，この「主客未分離」というのは，青柳 [1968b] [1968a] にとっても馬場 [1975]
にとっても主たる論点であったというわけではない。
　今井 [2000a] は，結語での「会計の対象は主体が描き出したものだ」と主張する
ために，その前提として両者の所説から「主客未分離」を剔出したと解される。そ
れはなぜであろうか。
　今井 [2000a] とほぼ同じ時期に執筆されたと推察される今井 [2000b] では，認識
論における「主観 - 客観」問題に触れて，次のような竹田 [1989] の見解を引用して
いる。
　デカルトは主観・客観の一致を，結局，神という切り札を持ち出したのであ
るが，これはデカルトが，主観・客観図式にとらわれていたからである。方法
的懐疑によって一切を疑ったとき，主観・客観図式で考える限り問題は必ず円
環する，ただ主観の場所を徹底するところに問題の解決の糸口があるというこ
とをフッサールは直感した。こうしてフッサールは，認識論上の問題を解くた
めには主観・客観の一致を確かめることではなく，それは不可能であり，むし
ろ主観の内部だけで成立する確信，妥当の条件を確かめることに問題の核心が
あると主張する。それは人間は主観の中に，ある疑いえないものを見いだし，
それを他人と共有せざるをえないような構造を持っている，と考えることであ
ると竹田（[1989] pp. 36-42）はいう（今井 [2000b] p. 223）。
　今井 [2000a] は明言してないが，「会計の対象について」を「主観の立場を徹底
する現象学」（今井 [2000b] p. 223）の観点から考察する。そして「主観 - 客観」図
式からの脱却を意図して，青柳 [1968b] [1968a] および馬場 [1975] の所説から「個別
会計／会計学の対象について考える（中瀬）　367
資本は主客未分離である」を剔出した上で，「対象（客体）を描くのは主体である」
と主張した。言い換えれば，「主客未分離」を剔出する過程は，今井 [2000a] の内
部で，「確信，妥当の条件の成立ないし強化を確かめる」過程であった，と推察さ
れる。
　「今後の会計研究において，現象学的見地はいかなる示唆を与えると期待される
のか」という冨塚 [2000] のコメント（p. 228）への回答を先取りした一齣であろう。
（ ３ ）「個別資本の運動」の捉え方
　今井 [2000a] にとって，「個別資本の運動の捉え方」というのは重要な問題意識
の １ つである。
　今井 [2000a] は，以下のように，貨幣も個別資本も「実体ではない」ことを演繹
する。
　Ｇ - Ｗ - Ｇ' では貨幣の増殖が目的となる。……。
　貨幣は単なる測定手段ではなく，測定対象でもある。つまり本体が本体を測
定・把握することなのである。貨幣の価値は商品との関係ではじめて出てくる
のであるから，貨幣自体には価値がない。あるいは商品と商品との交換を媒介
するという価値しかない。貨幣は関係のなかにあるのであるから本体〔= 実体〕
ではない。貨幣が資本であるのであるから，資本も本体がないのである。つま
り個別資本は実体ではない。個別資本は関係のなかで生まれ，その関係のなか
で価値が決定されるのである（p. 58）。
　今井 [2000a] は，馬場 [1975] の説く「存在の論理」「客体の論理」に疑問を提示し，
自らの「個別資本運動」の捉え方を披歴する。
　馬場 [1975] によれば，「客体としての個別資本はそれ自体の論理，運動法則をもつ」
（p. 43）から，「個別資本の運動を現実に管理し運営している機能資本家であっても，
個別資本に内在する客体の論理に服さざるを得ない」こともある（p. 44）。また，
　企業会計は個別資本の運動を記録し計算し報告するものであるといっても，
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任意の計算方法を恣意的に選択できるというのでなく，客体の論理に合致する
限りでの，目的に応じた計算方法のみが妥当するものとなるはずだから，技術
の方から存在の論理に合わせていることになり，存在の論理が主体の意味をも
つ（p. 43），
と馬場 [1975] は主張する（今井 [2000a] p.54）。これに対して，今井 [2000a] は，
　存在の論理あるいは客体の論理というのは，結局，社会における関係のなか
で対象を考えていこうとすることのように思われる（今井 [1995] pp. 48-50）。
対象そのものに，個別資本そのものにどのような論理があるというのであろう
か（[2000a] p. 54），
と疑念を投げかけ，そして次のように論じる。
　個別資本の存在の論理というのは，社会のなかにおける関係で捉えられてい
るのである。個別資本は利潤追求をするものとして社会のなかに位置づけられ
ているが，そこには社会から何らかの制約を受けるものとして捉えられるので
ある。……。
　一つの主体論はどれか一つの立場をとり，それにより会計理論を構築する。
これが現実の機能資本家の会計行為の判断基準になる。しかしそれ以前に個別
資本がまず存在する。この個別資本の存在がいわゆる会計主体を存在させるの
である。個別資本が会計主体の，会計理論の存在基盤，存在する「場所」なの
である（今井 [1995]p. 48）。
　今井 [2000a] は，「私は個別資本運動を実体的な資本の転形過程として捉えるの
ではなく，ある社会的な関係のなかにおける財貨の転形過程を統一的に捉えるため
の場所として考えようとする」（p. 55）。
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（ ４ ）会計学の対象
　今井 [2000a] は，「会計の対象」と「会計学の対象」とを識別することに再三再
四言及している。
　今井 [2000a] は，「個別資本を関係で捉えるということは，個別資本＝客体を実体，
物的に捉えるのではなく，『こと』として捉えるということであり，この『こと』
を『もの』に換えるのが会計学である」（p. 58），と言う。
　しかし，「馬場 [1975] が『日常取引を，個別資本の運動と規定することができる
ものは簿記・会計理論以外のものではない』（p. 99）という」（今井 [2000a] p. 58）“文”
に，直上段落の「個別資本を『こと』として捉える」という理解を嵌め込むと，「日
常取引を『こと』（個別資本の運動）と規定する（に“換える”）のが簿記・会計理
論」となるので，「日常取引は『もの』として捉えられる」と解される。つまり，
直上の段落での「こと」と「もの」とが逆で，「『もの』を『こと』に換えるのが会
計学」である。 
　したがって，上の段落に続く“文”においても「こと」と「もの」とが逆なので，
下記のように書き直す。
　従って，「もの」を「こと」に換える簿記・会計理論が問題になる。その中
心が主体ということになる。ある主体が統一的に描くものが理論であろう（今
井 [2000a] p. 58）。
　ここでの今井 [2000a] の「『もの→こと』への変換」の趣旨は，次のようにも言
えよう。
・ 企業の経済活動は結果として個別資本の運動に反映してくるであろうが，反
映されるまで，会計が捉えない限り私は会計の対象ではないと考える（今井
[2000a] p. 57）。
　次の今井 [2000a] の記述には，「会計」と「会計学」との区別に曖昧さがみられる。
　会計の対象は個別資本の運動であるが，それと区別される会計学の対象は会
計言語とか会計的記録計算とかである。会計言語とか会計的記録計算とか呼ば
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れているものは，通常の，会計学ということで教えられていること，あるいは
会計ということで行われている実務を含めたことを指していると思われる。い
まこれらを会計学と呼ぶとすれば，個別資本の運動が客体となり，会計学は主
体が描いたものである（p. 58）。
　この最終の文の「個別資本の運動が客体」であるが，素直に読むと，「個別資本
の運動」が直前の「『会計学』の客体」と解される。もしもそうであるとすると，
引用冒頭での「会計の対象は個別資本の運動」との関係をいかに理解するか。また，
「これらを『会計学』と呼ぶ」“者”と「会計学を描いた“主体”」とは同一なのか
否か。
　今井 [2000a] の結語では，
　会計の対象は主体が描き出したものである，ということを主張した。このよ
うに主張することは，会計理論がその理論の外部に対して閉じているというこ
とを主張することになる。会計学は己の対象を自ら描き出す方法を対象にして
いるのであるから，それは経済学でも法律学でもないのである（p. 59）
と述べ，会計学の対象を顕示して，その相対的自立性を明らかにしている。
　しかし，「会計理論がその理論の外部に対して閉じている」という文言の意味が，
筆者にとっては明確には理解し難い。「会計理論は経済学の一分野ではない」とか
「会計理論は法律学の枠に組み入れられるものではない」といった趣旨ならば，その
通りと納得し得るのだが。
　隣接学問分野との交流やその成果の摂取を阻むという意味とすると，賛同し難い。
４ ．会計的方法とその目的・対象，そして会計学──馬場説を中心に
（ １ ） 馬場 [1975] の示す「会計の構造」
　馬場 [1975] は，第 ６ 章第二節「 ２ 会計理論の構造について」（pp. 187-91）で，「会
計理論とはどのような構造のものと考えられるか」について所説を述べている。
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　会計は何よりもまず一つの計算技術機構であり，会計的方法として定住する
（p. 187）。この会計的方法は，その形成者としての人間とその行為の目的とが前
提とされる。会計的方法が成立し得るためには，その方法によって処理される
ことが期待されている対象，すなわち，この場合には取引として現われる企業
活動であるが，そのような対象が会計目的とともに与えられなくてはならない。
　会計目的は，任意偶然のものではなく，少なくとも会計対象のなかで必然的
なものとして受けとめられ得る内容のものでなくてはならない。
　会計目的として，差し当たり，二つのものを，すなわち，一つは財産＝資本
管理のための計算目的であり，もう一つは利潤極大化をめざす資本蓄積のため
の計算目的である。この場合，資本蓄積目的が上位に立つことは言うまでもない。
　会計の対象となるものは，取引として現われる企業活動そのものであるが，
これは一般的には企業資本の運動と言い換えられる。ここで大事なことは，こ
の対象自身，一定の構造と独自の論理とをもっているということの認識である。
一般に会計行為は，対象のもつこのような論理に従うのでなければ，これを一
定の目的に適うように処理することはできないのである。一定の形式をもった
会計的方法なるものが成立する根拠は，実はここにある。この場合，会計行為
の目的が果たす役割は，この対象のもつ論理を一定の方向に組みかえるという
点にある。現実の会計実務なるものは，実際のところ，この二つの目的による
組みかえの妥協の産物として現われる（pp. 188-89）。
　以上述べた会計的方法なるものの構造を図解してみると，大約，次頁の図に
示す姿となる。
　管理目的と会計対象との出会いにおいて会計的方法（Ａ）という計算技術構
造が形成される。この（Ａ）が蓄積目的の作用を受けて具体化されたものが現
実の会計実務（Ｂ）と考えられる。「（Ａ）と（Ｂ）との両者の統一が会計学の
対象を構成する」（p. 190）。
　会計学の立て方に二つの行き方が認められる。一つの立場が会計学を会計的
方法という技術の学と考えるもの，もう一つは，会計学をもって会計現象の本
質を究明する法則発見科学と考えるものである。普通に「会計学」と言われる
場合に意味するのは前者である。後者の方向を目指すものは，強いて名付けれ
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ば，「実証会計学」とでもいうべきもので，公表会計制度論10）がこの系統に属
する。どちらの方向をとるにしても，それが真に科学的な会計学であるために
は，（Ａ）と（Ｂ）とをともに統一的に対象として把握しなければならないと
考える（p. 190）。
　しかるに実際には，どちらかに偏ったものとして会計学が体系づけられる傾
向が強い。公表会計制度論も実は，そうした偏りを示す会計学説の一つで，そ
れは会計実務（Ｂ）から出発して，会計的方法（Ａ）を素通りし，したがって
管理目的を捨象して，ひたすら蓄積目的にのみ直結させようとする思考を示す
とみることができる（p. 190）。
 10）　「宮上教授を中心とする理論家によって鍛えあげられた学説」である。例
えば，宮上一男『企業会計の基礎』（1969）を参照（馬場 [1975] p. 186）。
　　 ちなみに，馬場が名付けた「実証会計学」と比較的最近わが国会計学界で
も隆盛となっている「実証研究」とは，問題点ないし研究に臨む“姿勢”や
課題ないし仮説を実証（検証）する“方法”は大いに異なるが，「会計実務 (B）
から出発」( 素材 [ データ ] を主として公表財務諸表に依存）し，会計的方法
(A）にそれほど厳密な注意を向けない点に類似性が窺える。
（A）
会計学の対象
会計目的
蓄積目的 管理目的
（B）
会計的方法 会計実務
会計対象
図　会計的方法なるものの構造
　（注）　本図の「管理目的」は，価値計算の段階に入った形でのそれで，利潤追求的意義が
含まれている。
（出所）　馬場 [1975] p. 189, 第１図 会計の構造。
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（ ２ ）個別資本循環説の弱点
　馬場 [1975] は，「今日までの資本循環説に関して，見落としというか，とり残さ
れた問題領域があったことは認めねばならない」として，次の ２ 点を指摘する
（pp. 171-72）。
① 　会計的方法はそれが形成される過程で，多数の利害関係者の対立のなかで
様々に利用され，翻弄され，判断の対象とされてきたという優れて行動科学
的社会学的な問題に，循環説は触れるところがなかった。
② 　会計の記録計算という内部的処理の問題に注意を集中するあまり，報告と
いう対外部的機能の重要性を等閑視したともいえる。
　①の「行動科学的社会学的な問題」の具体的な内容が判らない。馬場 [1975] 第 ６
章第三節で「利害調整会計論」が取り上げられているので，「利害調整」の問題か
もしれない。会計情報利用者（外部利害関係者）の「意思決定」問題も想定し得る
が，これは「今日までに，とり残された」問題とは言い難いであろう。②の「報告」
機能も，“経営者”と外部利害関係者との間の「財務諸表」を媒体とする情報交換
（communication）と考えれば，「行動科学的社会学的な問題」と捉えることもで
きるが。
　会計の「利害調整」機能に関して，第 ６ 章第三節で，「黒澤教授は，対立する利
害関係者の利害の調整ということが会計の本質であるとされ，したがって利害関係
の調整が測定と伝達という会計の ２ 機能を統合するものであるとされる」という見
解が紹介されている（馬場 [1975] p. 198）。これに対して馬場 [1975] は，次のよう
な疑問を提示する（pp. 199-201）。
ⅰ ）会計の本質あるいは基本的機能とされるものが，利害関係者の利害の調整
に存する，というのはいったいどういう意味であろうか。
ⅱ ）初めから会計が本質的に，また制度的に，利害調整機能をもって現われる，
ということを意味するのであれば，それは改めて論証されなければならない
問題である。
ⅲ ）問題は，会計の測定機能や伝達機能そのものが，制度的に，より高次な機
能である利害調整機能の統合の下で作用するように仕組まれているのか否
か，ということである。
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ⅳ ）そのような利害調整機能の統合作用が存在するとした場合，その統合作用
がどのような機構を通して作動するのかを明らかにすることである。
　②の「報告」という対外部的機能が会計問題として具現化したのは，複数出資者
から構成されるコメンダ企業の登場以降のことであろう。すなわち，「資金委託者
である出資組合員が業務執行組合員からの成果の報告を待ち望むに至った」（馬場
[1975] p. 25）ことに端を発する。
　「17世紀にいたり，株式会社（東印度会社のごとき）の出現をみるにおよび，帳
簿より分離した財務表が大いに役に立ってきた。けだし，多数の出資者は自己の投
資につき報告を求めたからである」（Littleton [1933] 訳 p. 221）。
　株式会社制度の一般化につれて，記録計算の対象である企業資本の厖大複雑化 
が多数の利害関係者を産み出し，会計の社会性を一層拡大させた（馬場 [1975] 
pp. 131-32）。さらに，「株式会社制度の普及は所有と経営の分離をもたらし，所有
者は経営者からの報告を必須なものとして要求することになった」（p. 129）。
　それにもかかわらず，「報告」機能の重要性が等閑視されたのは，「個別資本循環
説〔研究者〕は，個別資本の循環過程の分析を一つの武器とするとはいえ，その研
究の対象としては会計的方法すなわち会計の計算構造を選ぶ」（馬場 [1975] p. 181）
ので，「会計の現実に対する批判への激情をしばらく抑えて，会計計算構造への確
固たる理論をまず築いてかからねばならないと考える」（pp. 183-84），という姿勢
を映しているのだろうか。
５ ．結びに代えて
（ １ ） 今井 [2000a] に関する小括
　今井 [2000a] は，記述上では「会計の対象は個別資本の運動である」との文言が
多くみられたが，「会計の対象は貨幣である」と捉える。
　そのような捉え方は，今井 [2000a] に「『会計の対象とは何か』を考えるよう触
発させた」倉地 [1995] の見解に影響された結果ではないかと見受けられる。
　倉地 [1995] は，「企業にとって極めて重大であっても，簿記が記録しない経済活
動がある」という事実は「会計の計算対象は企業の経済活動である」という観方（命
題）の否定例に他ならず，科学的探求の観点から，「『経済活動観』の妥当性に疑念
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を抱く」と論じる。
　そこで今井 [2000a] は，差し当たり“否定例”が浮かばない（個別資本の運動過
程に投下された）「貨幣」を「会計の対象」と捉えた，と解される。
　それでは，より多くの論者が「会計の対象」と考える「個別資本の運動（過程）」
をどう取扱うか。
　個別資本循環（運動）論者である馬場 [1975] が重要視する「対象（客体）の論理」
「存在の論理」を，今井 [1995]  [2000a] は，「社会における関係のなかで対象を考え
ていこうとすることのように思われる」，と大胆に解釈変更する。この解釈に基づ
いて，今井 [2000a] は，「個別資本運動を，ある社会的な関係のなかにおける財貨
の転形過程を統一的に捉えるための場所として考え」る。
　言うならば，「個別資本運動」の過程は“舞台”で，「貨幣」はその舞台で“七変
化”を演じる“役者”である，ということになろうか。
　もう １ 点，今井 [2000a] が「対象の論理」切り崩しに用いた“武器”は，「簿記・
会計の記録計算の対象，すなわち日常取引を，個別資本の運動と規定することがで
きるものは簿記・会計理論以外のものではない」という馬場 [1975] の見解である。
この馬場 [1975] の見解を論拠として，今井 [2000a] は，「対象である個別資本その
ものは主客未分離であり，会計言語，会計的記録計算というもの〔＝簿記・会計理
論〕により表現されるときに個別資本としてはじめて認識され，客体と主体とに分
離する」との解釈を示した。そして，「対象（客体）の論理」よりも「主体」を強
調して，すなわち「主観の立場を徹底する現象学」の観点から，「会計の対象は主
体が描き出したものである」という主張がなされた。
　しかし，「会計の対象を描き出す」“主体”，「『もの』を『こと』に換える簿記・
会計理論の中心となる」“主体”──この「主体」がハッキリと摑めないのである。
　今井 [2000a] は，おそらく様々な「モノ」「コト」を嵌め込んで，多様な「主体」
の存在の可能性を想定しているのだろうが。筆者（中瀬）は，「主体」に観察者な
いし研究者を当て嵌めて，スッキリしたいのである。
（ ２ ） 馬場 [1975] に対するコメント
　馬場 [1975] を特色づけた「数量計算から価値計算への展開」は，財産管理のため
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の記録計算方法の歴史を振り返り，単に計算単位の変遷と観るのではなく対象であ
る財産の変化にも注目して，いわゆる「対象の論理」を媒介に「価値計算」という
形態を導出している。その論理的な跡づけは見事である。
　この「価値計算の論理」を金科玉条の如く用いて，馬場 [1975] は「会計公準」（ギ
ルマンの基本的コンベンション）を斬る。すなわち，「価値計算」の意義が認識さ
れると，評価のコンベンションおよびエンティティ・コンベンションは統一的に理
解されるのであるが，「ギルマンのコンベンション論では，企業資本の成立が全く
不問に付されたままであったため，とくに重要なそれら二つのコンベンションの間
の論理的な関係はついに明瞭とならないまま残される」（馬場 [1975] p. 8），と批判
する。
　馬場 [1975] の指摘は的確なので，ギルマンが挙げる会計コンベンションの性質の
②（人為的で仮構的な要素をもつ）に関して，歴史の問題としては修正が必要なの
かもしれない。しかし，馬場 [1975] とギルマンおよびその継承者たちとの間では，
会計コンベンションの“役割”（理論体系における位置づけ）に対する理解が異なる。
したがって，簿記・会計教育の観点から，例えば「会計理論の体系化」11）を考察・
検討する場合，性質①（会計上の原理，通則を支える基礎）は馬場 [1975] の批判に
よって左右されない。
　会計期間のコンベンションの成立について，馬場 [1975] は，ギルマンの説明には
「会計目的という主体的条件が無視されている」，と批判する。そして，「会計なる
ものが有目的行為である以上，会計を利用するものの目的がつねに何らかの形で直
接または間接に予定されているはずだから」（p. 27），と的確に付言する。加えて，
「このように論じてくると，およそ会計行為・制度のなかに潜んでいる会計の主体
的条件ないし会計目的とは何か，ということを改めて考えなおさねばならない必要
を痛感する」（p. 28），と反省している。
11）　例えば武田 [2002] は，「会計理論は，会計公準を基礎構造とし，中間構造
として一般原則（当為命題の体系），上部構造として会計基準（会計処理の
基準）を予定した全体系をその内容とする」（p. 39），と論述している。この
場合，ここでの「会計公準」の意味内容に関して歴史的な意義を加味する必
要はないであろう。
会計／会計学の対象について考える（中瀬）　377
　馬場 [1975] は，会計主体論争を振り返って，自らが「会計主体」（実践的主体）
と断定した「機能資本家」の存在がほとんど無視された（p. 50）と嘆く。しかし，
「実践的主体」と「論理的主体」とを区別してしまったために，馬場自身が，「機能
資本家」の立場と「会計的判断の拠り所」として共通点を有する立場（「論理的主体」）
の存在を見失い，探し求めることを忘却していないだろうか。また，現代の大規模
株式会社企業にはほとんど存在せず，今や“死語”にも等しい「機能資本家」を“実
践的主体”と断定することは，「会計主体」論を「きわめて古くさい問題」に陥れ
ていると思われる。
　複式簿記（＝前期会計学）を近代会計学に発展させた要因は会計の社会性の高度
な展開である（馬場 [1975] p. 132）。これに伴って，「報告」という対外部的機能の
重要性の認識が増大し，その手段としての財務諸表の作成およびこれに関する種々
の基準や理論の必要ないし整備が具現化された。それが近代会計学における会計理
論の豊饒さを増幅させた12）。
　個別資本循環説の立場でも，報告手段としての財務諸表の作成およびそれに関す
る種々の基準の設定は，企業の利害関係者の判断を誤らせないために作成される，
と解説される（馬場 = 内川 [1960] pp. 247-48）けれども，それに続けて「その財務
諸表の作成を最も必要とし，またその基準設定によって最も利益を享受するものは
企業主〔株式会社では機能資本家（p. 246）〕自身であることを忘れてはならない」
（p. 248）と強調し，「対象の論理」にひきもどして理解するという考え方が貫かれ
ている。
　馬場 [1975] は，「会計実践の形成過程において，企業会計の記録計算結果を利用
する企業外部関係者の要求ないしは目的が影響力を及ぼすことが認められねばなら
12）　馬場 [1975] は，「複式簿記は形式と実質との統一と理解されるかぎり，そ
れ自体で会計学である」（p. 132）とし，これに「前期会計学」という造語を
充てる（p. 128, 注 3）。そして，「15世紀イタリア〔前期会計学〕においては
簿記の計算技術機構のすばらしさのゆえに会計理論が背景におしやられてし
まったとすれば，近代会計学においては会計理論の豊饒さのゆえに複式簿記
は単なる計算技術機構の座に貶しめられる憂き目をみるにいたっている」
（p. 132）と述べる。（下線は中瀬）
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ない」（p. 6）と認識し，「株式会社制度の一般化につれて，無機能化した一般株主
ないしは証券投資界一般の要求が会計制度に強い枠組みを課する事態をもたらして
いる」など，会計の社会性が一層拡大したことを承知していた（pp. 131-32）。そ
れにもかかわらず，「会計制度に強い枠組みを課す」という要求に応えて実施される，
会計に対する法的規制や会計原則・会計基準の整備などに，個別資本循環説の立場
が目を向けないのは「対象の論理」に囚われているためであろうか。「会計主体論」
を“賞味期限切れ”にしたのは，会計的方法を規制するないしはその判断の拠り所
となる会計基準・会計規則の整備・普及があったからであろう。個別資本循環説の
立場も，「対象の論理」に囚われすぎて“変化への対応”を躊躇していると，“賞味
期限切れ”を招くことになるかもしれない。
　最後に，今井 [2000b] に対する冨塚 [2000] の「会計システムにおいては経済実態
と貨幣的表現との関係もまた重要ではないかと思える」（p. 228）というコメントに
関して，以下の馬場 [1975] の見解は参考になるかどうかを問うことにしたい。
　個別資本循環説といえども，それが会計学である限り，その目指すところは
「会計の現実」を明らかにする点にある（p. 178）。
　会計目的の １ つは，「企業活動の実態」を記録計算し役立てようとする，い
わば管理目的である（p. 6）。
　資本制社会の簿記会計が収入支出計算の性格をもち，貨幣資本循環を基盤と
する原価主義の性格をもつのも，主体的な選択の結果にほかならない（p. 101）。
（ ３ ） 終わりに：会計は “ 技術 ”，対象が多様でも良いではないか
　筆者（中瀬 [1991]）は，会計の「構造」の多様さに関して，次のように述べたこ
とがある。
　≪構造≫を「構成概念とそれらの相互関係」（または構成要素とそれらの配置）
とみなすと，会計の構造は，勘定体系の，帳簿組織の，貸借対照表の，財務諸
表の，会計基準の，会計人と会計情報利用者の，といった様々なレヴェルから
想定され考察され得るであろう。それら様々な会計構造にそれぞれの目的・機
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能等を加えることによって，種々様々な会計システムが構築され得る。いかな
る会計システムを視野に収めるか，その視点は個々の観察者（研究者）の≪認
識≫に左右される。≪認識≫の基礎には≪理論≫があり，≪理論≫の深化・拡
大は≪認識≫に委ねられる（pp. 237-38）。
　「会計」を“行為”と捉えるか“情報”と捉えるか13），その捉え方と上記の様々
な「会計の構造」および目的・機能とを組み合わせると，実に多様な「会計の対象」
「会計学の対象」を想定し得るであろう。
　ただし，例えば青柳 [1968b] は「会計学の対象は会計であり，会計の対象は……
である」（p. 95）と言うが，上記の各種「構造」のいずれかを「会計の“対象”」と
して選抜したとき，この「“選抜された構造”を対象とする会計」が「会計学14）の
対象」として相応しくないとか，その「会計」を“対象とする”「会計学」は成り
立ち難いとか，ということもあり得るであろう。
　いずれにせよ，上記のような筆者の見解に対して，「（方法論的）アナーキーに陥
るのではないか」との感想を １ 人の先学から寄せられた。
　アナーキーに陥らないように，今井 [2000a] の言う「間主観性，相互主観性の成立」
（p. 59）を求めて，“共通了解”を創り出す努力を重ねることが必要であろう。
13）　青柳 [1976] は，“会計”という言葉に，「行為としての会計」，「情報として
の会計」，「知識としての会計」という ３ つの意味内容があることを指摘し，
解説している（pp. 6-7）。
14）　「会計学」は《ディシプリン》であるか《領域》であるか。富永 [1974] は
両者を次のように区別している。
 　　 　＜ディシプリン＞とここでいうのは認識と整序の原理における特定化を
　 さし，＜領域＞というのは認識と整序の対象における特定化をさす，と
考えたい（p. 3，注 5）。
 　　　 ディシプリンであるためには，認識の原理としての＜準拠枠＞（frame 
of reference）および認識されたものを整序する原理としての＜理論枠
組＞（theoretical framework）を用意しなければならない（p. 3）。
 　　本文中での，様々なレヴェルからの“切取り”を対象とする「会計学」は，
《ディシプリン》ではなくせいぜい《領域》であろう。
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